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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

基本的な考え

①当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

（１) 業務の適正を確保するための体制

　内部統制システムの基本方針についての取締役会における決議内容は以下のと

おりであります。（最終改定　2020年４月１日）

イ. 当社および当社の子会社（以下「当社グループ」といいます。）は、すべて

の活動の拠り所となる考え方や進むべき方向性、価値観を明示したグループ

企業理念「Sysmex Way」に基づき、ステークホルダーに対する行動基準を定

めます。役職員はこの行動基準に基づいて、事業活動を行います。

ロ. 当社は、業務の適正を確保するために必要な体制を、組織が健全に維持され

るための必要なプロセスとして、かつ、「Sysmex Way」の具現化による事業

目的達成と企業価値向上を図るための基盤として、これを整備・活用しま

す。

ハ. 取締役会が以下の内部統制システムの基本方針を策定し、内部統制の実施状

況に対する指示・監督を行うとともに、整備・運用状況を確認し、適宜、必

要に応じ見直しを行います。その実効性を高めるため、内部統制の総責任者

である代表取締役社長を長とする内部統制委員会と内部統制の専任組織を設

置し、内部統制システム全般の整備・運用を推進します。

当社は、「Sysmex Way」とこれに基づく行動基準を制定し、グループ全体の事

業を適正に推進します。取締役会が定めた内部統制システムの基本方針に沿っ

て、内部統制委員会と内部統制の専任組織が中心となってグループ全体の内部統

制全般の整備・運用を推進します。コンプライアンスやリスクマネジメントなど

統制領域毎に、管理部門や委員会の設置やグローバルな関連規程等を制定し、グ

ループとして事業を適正に推進する体制を整備し運用します。

主要な子会社には内部監査部門を配置し、当社の内部監査部門が、地域と全社

の観点で当社グループ全体の監査活動を統括します。なお、当社は、関係会社管

理に係る規程に基づき、子会社等関係会社の経営の主体性を尊重するとともに、

関係会社の事業内容の定期的な報告を受け、重要案件に関する事前協議等を実施

することにより、当社グループ全体の業務の適正を図ります。
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②職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

③情報の保存および管理に関する体制

④損失の危険の管理に関する規程その他の体制

⑤職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社グループは、法令遵守とともに、高い倫理観に基づいた正々堂々とした事

業活動を行うことをコンプライアンスの定義としており、以下のとおり、その体

制を整備します。

　当社は、コンプライアンス違反を、社会的信用を失墜させる最も重要なリスク

ととらえ、当社グループ全体のリスク管理体制の下で、コンプライアンスの統括

組織としてコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスを推進・強化し

ます。また、当社グループの役職員に適用されるグローバルコンプライアンスコ

ードを定め、教育・研修を通じてコンプライアンスを徹底します。さらに、内部

通報制度の整備により、当社グループにおける法令または定款違反行為の早期発

見と是正を図るとともに、内部監査部門によるコンプライアンス体制の監査等を

行います。

　当社は、グローバル文書管理規程等を定め、これらに従って、取締役会および

その他の重要会議の議事録等、取締役の職務執行に係る情報を適切に保管および

管理し、必要に応じて閲覧可能な状態を相当な期間維持します。

　当社は、リスク管理に関する全社的な体制を整備するため、リスク管理に係る

規程に則り、当社グループの内部統制を統合的に管理する内部統制委員会が中心

となってリスクの軽減等に取り組みます。内部統制委員会では、想定されるリス

クを抽出し、重要なリスクを選定して、リスクに応じた責任部門を明確化し、当

該部門と事業部門等のリスクオーナーによる対応策の整備を推進するとともに、

当該対応策の実行状況を確認します。

　当社は、重要な経営の意思決定および職務執行の監督を行う機関として取締役

会を位置づけております。当社は、執行役員制度を導入し、業務執行の意思決定

スピードを高め、マネジメント機能を強化することにより、事業環境への迅速な

対応を図ります。

　また、組織規程、職務権限規程、関係会社管理に係る規程等に基づき、当社グ

ループにおける意思決定手続を明確にして、効率的な業務執行を確保するととも

に、グループ中期経営計画およびグループ年度経営計画を策定し、これらの進捗

状況の定期的な確認と必要な対応を実施します。
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⑥監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

⑦監査費用の処理に係る方針に関する事項

⑧監査等委員会への報告に関する事項その他監査等委員会の監査が実効的に行わ

れることを確保するための体制

　当社は、内部監査部門が監査等委員会の職務を組織的に補助します。

　内部監査部門の使用人が監査等委員会の職務を補助する際には、監査等委員会

の指揮命令に服するものとします。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保するために、

内部監査部門の使用人の人事（任命、異動、懲戒等）については、監査等委員会

と事前協議を行います。

　当社は、監査等委員会の職務の執行に必要な費用等を支弁するため、毎年、監

査計画に応じた予算を設けます。また、監査等委員会の職務の執行に必要な追加

の費用等が生じた場合も適切な手続にて処理します。

　当社の監査等委員会は、当社グループの役職員が、法令もしくは定款に違反す

る事実または当社グループに著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したと

きは、当該事実に関する事項について、所定の規程・手続に従って、速やかに報

告を受けます。

　また、監査等委員は、取締役会や執行役員会議等の重要な会議に出席するとと

もに、稟議書等の重要な文書を閲覧し、必要に応じ当社グループの取締役および

使用人に報告を求めることができます。

　当社は、当社グループの役職員が上記各報告をしたことを理由として、当該役

職員につき解雇その他不利益な取扱いを行うことを禁止します。
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①当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

②職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

（２) 内部統制システムの運用状況の概要について

　当社グループは、「内部統制システムの基本方針」に基づき、次のとおり運用

しております。

　当社グループは、「Sysmex Way」および行動基準に基づいて事業活動を行うと

ともに、2020年４月に代表取締役社長を長とする内部統制委員会と内部統制の専

任組織を設置し、整備・運用の強化に着手しています。

　当社は、グループ全体に適用されるコンプライアンスに関する規程に基づいて

コンプライアンスを推進し、コンプライアンス委員会において、グループ全体の

活動を統括しています。また、役職員に対して、社内研修等を通じて、コンプラ

イアンスに関する教育を実施し、法令の内容やその変更を周知することで、法令

や定款を遵守するための取組みを行っています。

　当社は、グループ全体に適用されるリスク管理に関する規程に基づいて、定期

的にリスクアセスメントを実施し、重要リスクの識別およびリスク対応策の検討　

を行い、責任部門または子会社がリスク対応策を実行し、その結果を内部統制委

員会に報告しています。

　当社監査室および各地域の内部監査部門は、定期的に情報共有し、連携を図り

ながら、グループ全体の内部監査を実施しています。

　当社は、グループ全体に適用される関係会社管理に関する規程を整備し、子会

社から事業内容の定期的な報告を受けるとともに、重要な業務執行については、

当社の事前承認を得ることにより、管理・監督を行い、業務の適正を図っており

ます。

　当社は、コンプライアンス委員会においてコンプライアンスに関する重要事項

の審議・施策の推進を行い、グループ全体の活動を統括しています。

　また、グループ全体に適用されるコンプライアンスに関する規程およびコード

を定め、当社およびグループ会社にコンプライアンス責任者を設置するととも

に、具体的な行動指針を示す教育資料を作成し、役職員に周知しています。

　加えて、海外グループ会社を含めたグループ全従業員が直接グループのコンプ

ライアンス統括責任者に通報できる内部通報窓口を設け、通報者の保護を確保し

つつ、内部通報に対処しています。

　さらに、当社監査室はコンプライアンス体制の整備および運用状況を監査し、

代表取締役社長および監査等委員会に報告しています。
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③情報の保存および管理に関する体制

④損失の危険の管理に関する規程その他の体制

⑤職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、グループ全体に適用される文書管理に関する規程および情報セキュリ

ティに関する規程等を定めています。加えて、情報管理に関する規程に基づき、

各地域の情報セキュリティ地域責任者を任命するとともに、具体的な実務を行う

ための教育資料を作成し、役職員に周知しています。

　また、取締役会およびその他の重要会議の議事録、稟議書、決裁書等は、規程

に基づき保管および管理し、定められた期間に応じて閲覧可能な状態を維持して

います。

　さらに、グループで保有する情報資産を保護するため、情報セキュリティ委員

会を設置し、全地域へのセキュリティ対策を強化してまいります。

　当社は、リスク管理に関する規程を定め、グループ全体の体制を整備していま

す。

　また、定期的にリスクアセスメントを実施し、内部統制委員会にて、グループ

の重要リスクの識別およびリスク対応策の検討を行い、その実行状況を確認して

います。

　なお、当社は、子会社のリスクマネジメントの実施状況の把握に努め、必要に

応じて支援を行い、体制の強化に取り組んでいます。

　当社は、役職員に対して、社内研修等を通じて、リスクマネジメントに関する

教育を実施し、リスク対応への取組みを行っております。

　また、地震等の災害に備えた事業継続計画を策定し、予防対策を推進するとと

もに、万一、災害が発生した場合に対応できるよう規程・マニュアル類の整備や

定期的な訓練などを通じた改善を適時行い、体制の強化に継続的に取り組んでい

ます。

　当社の取締役会は、取締役（監査等委員であるものを除く。）９名（うち、社

外取締役３名）と監査等委員である取締役３名（うち、社外取締役２名）で構成

され、活発な議論が行われています。

　取締役会は、原則として毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を

開催し、業務執行を監督しています。
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⑥監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

⑦監査費用の処理に係る方針に関する事項

⑧監査等委員会への報告に関する事項その他監査等委員会の監査が実効的に行わ

れることを確保するための体制

　また、取締役会に上程される議案は、グローバル戦略会議や執行役員会議等の

会議体における議論をもとに、迅速な意思決定がなされています。なお、組織規

程、職務権限規程、稟議手続規程および手順書に従い、社内の重要事項は迅速か

つ適切な決裁を受けています。グループ中期経営計画（３ヵ年計画）およびグル

ープ年度経営計画（１ヵ年計画）において達成すべき目標を定め、定期的に進捗

状況を確認しています。

　当社は、監査等委員会の職務を補助する専任の使用人を設けていませんが、当

社監査室が監査等委員会事務局の任にあたるほか、監査等委員の監査活動の補助

を行っています。

　また、監査等委員は、定期的かつ必要に応じて随時、監査室と情報交換や協議

を行い、連携を図っています。

　当社は、監査等委員会の職務の執行について生じる費用について、必要な予算

を確保し、速やかに処理しております。

　取締役は、当社またはグループ会社の経営に重大な損失を与える事象が発生

し、または発生する恐れがあると判断したときは、適切に監査等委員会に報告し

ています。

　監査等委員は、取締役会に加えて重要会議に出席し、経営戦略、業績、重要な

取引、その他の重要事項について報告を受けています。

　また、監査等委員は稟議書や主要な会議体の議事録の閲覧権限が付与され、必

要時には自ら情報収集を行っています。

　当社は、役職員が内部通報をしたことにより、不利益な取扱いを行わないこと

を規定しています。

（注）グループ企業理念「Sysmex Way」の一部改定について

　　　内部統制システムの基本方針および運用状況の概要につきましては、当事

業年度末日現在で記載しておりますが、当社グループは、2023年４月１日

付でグループ企業理念「Sysmex Way」の一部改定を行い、「行動基準」の

タイトルを「Shared Values」に変更しております。
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( 2022年４月１日から
2023年３月31日まで )

（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
その他の
資本の

構成要素
合計

2022年４月１日残高 14,112 20,483 305,710 △312 8,309 348,303 750 349,053

当期利益 － － 45,784 － － 45,784 △59 45,725

その他の包括利益 － － － － 9,841 9,841 △0 9,841

当期包括利益 － － 45,784 － 9,841 55,625 △59 55,566

新株の発行
（新株予約権の行使）

170 97 － － － 267 － 267

配当金 － － △16,528 － － △16,528 － △16,528

自己株式の取得 － － － △1 － △1 － △1

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

－ － △774 － 774 － － －

所有者との取引額合計 170 97 △17,302 △1 774 △16,263 － △16,263

2023年３月31日残高 14,282 20,580 334,192 △314 18,925 387,665 690 388,356

連結持分変動計算書
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連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１. 連結計算書類の作成基準

連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下、

IFRS）に準拠して作成しております。なお、同項後段の規定により、IFRSにより求められ

る開示項目の一部を省略しております。

２. 連結の範囲に関する事項

子会社の数　77社

(1) 国内子会社　11社

(2) 在外子会社　66社

主要な在外子会社の名称

・シスメックス　アメリカ　インク

・シスメックス　ヨーロッパ　エスイー

・希森美康医用電子（上海）有限公司

・シスメックス　アジア　パシフィック　ピーティーイー　リミテッド

当連結会計年度において、株式会社ピロートの株式を取得したため、新たに連結の範囲に

含めております。また、前連結会計年度に持分法適用関連会社でありましたアストレゴ　

ダイアグノスティックス　エービーの株式を追加取得したため、新たに連結の範囲に含め

ております。

シスメックス国際試薬株式会社は当社が吸収合併したため、連結の範囲から除外しており

ます。

３. 持分法の適用に関する事項

持分法適用会社の数　２社

主要な持分法適用会社の名称

・株式会社メディカロイド

当連結会計年度において、新設したアライドセル株式会社を持分法適用の範囲に含めてお

ります。また、前連結会計年度に持分法適用関連会社でありましたアストレゴ　ダイアグ

ノスティックス　エービーは株式の追加取得により連結の範囲に含めたことから、当連結

会計年度より持分法適用の範囲から除外しております。
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４. 会計方針に関する事項

(1) 金融商品の評価基準及び評価方法

 ① 金融資産

 (ⅰ) 当初認識及び測定

金融資産は、当初認識時に、償却原価で測定する金融資産と公正価値で測定する金

融資産に分類しております。

金融資産は、次の条件がともに満たされる場合には、償却原価で測定する金融資産

に分類し、それ以外の場合には公正価値で測定する金融資産へ分類しております。

(a) 契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする

事業モデルに基づいて、資産が保有されている。

(b) 金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキ

ャッシュ・フローが特定の日に生じる。

公正価値で測定する金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定しなければならな

い売買目的で保有する資本性金融商品を除き、資本性金融商品毎に、純損益を通じ

て公正価値で測定するか、その他の包括利益を通じて公正価値で測定するかを当初

取得時に指定し、当該指定を継続的に適用しております。

金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定するものではない場合、公正価値に当

該金融資産に直接帰属する取引費用を加算した金額で測定しております。ただし、

重大な財務要素を含まない営業債権は、取引価格で測定しております。

金融資産のうち、株式及び債券は約定日に当初認識しております。その他の全ての

金融資産は取引日に当初認識しております。

 (ⅱ) 事後測定

金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しておりま

す。

(a) 償却原価で測定する金融資産

実効金利法による償却原価で測定しております。実効金利法による償却及び認識

を中止した場合の利得及び損失は、純損益として認識しております。

(b) 公正価値で測定する金融資産

公正価値で測定しております。公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動額

は純損益として認識しております。ただし、資本性金融商品のうち、その他の包

括利益を通じて公正価値で測定すると指定したものについては、公正価値の変動

額はその他の包括利益として認識し、認識を中止した場合又は損失がほぼ確実に

実現すると見込まれる場合には利益剰余金に直接振り替えております。

 (ⅲ) 認識の中止

金融資産は、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した

場合、又は金融資産のキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、当該

金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんど全てが移転している場合におい

て、認識を中止しております。

－ 9 －



 ② 金融資産の減損

償却原価で測定する金融資産については、四半期毎に、当該資産に係る信用リスクが

当初認識時点から著しく増加しているかどうかを判定し、信用リスクの当初認識時点

からの著しい増加の有無に応じて、以下の金額を減損損失として認識しております。

 (ⅰ) 信用リスクが当初認識時点から著しく増加していない場合

12か月の予想信用損失と同額

 (ⅱ) 信用リスクが当初認識時点から著しく増加している場合

全期間の予想信用損失と同額

ただし、営業債権及びリース債権については、信用リスクの当初認識時点からの著し

い増加の有無にかかわらず、全期間の予想信用損失と同額で減損損失を認識しており

ます。

予想信用損失の金額は、以下のように算定しております。

 (ⅰ) 営業債権及びリース債権

・信用リスクが当初認識時点から著しく増加していない資産

同種の資産の将来の予想貸倒率を帳簿価額に乗じて、予想信用損失を算定してお

ります。

・信用リスクが当初認識時点から著しく増加している資産及び信用減損金融資産に

該当する資産

回収見込額を個別に見積り、帳簿価額との差額をもって、予想信用損失を算定し

ております。

 (ⅱ) (ⅰ)以外の資産

・信用リスクが当初認識時点から著しく増加していない資産

同種の資産の将来の予想貸倒率を帳簿価額に乗じて、予想信用損失を算定してお

ります。

・信用リスクが当初認識時点から著しく増加している資産及び信用減損金融資産に

該当する資産

回収見込額を個別に見積り、当該資産の当初の実効金利で割り引いた現在価値の

額と、帳簿価額との差額をもって、予想信用損失を算定しております。

減損損失を認識した金融資産の帳簿価額は貸倒引当金を通じて減額し、減損損失は純

損益として計上しております。また、将来回収できないことが明らかな金額は、金融

資産の帳簿価額を直接減額し、対応する貸倒引当金の金額を減額しております。

減損損失の認識後に減損損失が減少する場合は、減損損失の減少額を貸倒引当金を通

じて純損益に戻し入れております。

 ③ 金融負債

 (ⅰ) 当初認識及び測定

金融負債は、当初認識時に、償却原価で測定する金融負債と純損益を通じて公正価

値で測定する金融負債に分類しております。全ての金融負債は公正価値で当初測定

しておりますが、償却原価で測定する金融負債については、直接帰属する取引費用

を控除した金額で測定しております。
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 (ⅱ) 事後測定

金融負債の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しておりま

す。

(a) 償却原価で測定する金融負債

実効金利法による償却原価で測定しております。実効金利法による償却及び認識

を中止した場合の利得及び損失は、純損益として認識しております。

(b) 純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

公正価値で測定しております。公正価値で測定する金融負債の公正価値の変動額

は純損益として認識しております。

 (ⅲ) 認識の中止

金融負債は、契約中に特定された債務が免責、取消し、又は失効になった場合に認

識を中止しております。

 ④ デリバティブ及びヘッジ会計

デリバティブは、デリバティブ契約が締結された日の公正価値で当初認識され、当初

認識後は公正価値で再測定されます。

連結会社は、認識されている金融資産と負債及び将来の取引に関するキャッシュ・フ

ローを確定するため、為替予約等を利用しております。

なお、上記デリバティブについて、ヘッジ会計の適用となるものはありません。従っ

て、デリバティブ金融商品は、「純損益を通じて公正価値で測定する金融資産」及び

「純損益を通じて公正価値で測定する金融負債」に分類しております。

 ⑤ 金融商品の相殺

金融資産と金融負債は、認識された金額を相殺する強制可能な法的権利が現時点で存

在し、かつ純額ベースで決済するか又は資産を実現すると同時に負債を決済する意図

が存在する場合にのみ相殺し、連結財政状態計算書において純額で表示しておりま

す｡

 ⑥ 公正価値の測定

IFRS第13号「公正価値測定」では、公正価値を、その測定のために使われるインプッ

ト情報における外部からの観察可能性に応じて、次の３つのレベルに区分することを

規定しております。

・レベル１：活発な市場における公表価格により測定された公正価値

・レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出され

た公正価値

・レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む、評価技法から算

出された公正価値

公正価値の測定に使用される公正価値測定のヒエラルキーのレベルは、公正価値の測

定の重大なインプットのうち、最も低いレベルにより決定しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産は取得原価又は正味実現可能価額のいずれか低い金額で認識しております。取

得原価は主として平均法に基づいて算定しており、購入原価、加工費並びに現在の場所

及び状態に至るまでに要した全ての費用を含んでおります。正味実現可能価額は、通常

の事業の過程における予想売価から、完成までに要する見積原価及び見積販売費用を控

除した額であります。
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(3) 有形固定資産及び無形資産の評価基準、評価方法及び減価償却又は償却の方法

 ① 有形固定資産

 (ⅰ) 認識及び測定

有形固定資産については、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び

減損損失累計額を控除した額で表示しております。

取得原価には、資産の取得に直接付随する費用、解体・除去及び原状回復費用の当

初見積額が含まれております。

 (ⅱ) 減価償却

有形固定資産（土地等の償却を行わない資産を除く）は、見積耐用年数にわたり、

定額法で減価償却を行っております。

主な見積耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　15～50年

機械装置及び運搬具　　　　５～11年

工具、器具及び備品　　　　２～15年

減価償却方法、見積耐用年数及び残存価額は、連結会計年度末において見直しを行

い、必要に応じて改定しております。

 ② 無形資産

無形資産については、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累

計額を控除した額で表示しております。

開発活動における支出については、以下の全ての要件を立証できた場合に限り資産と

して認識し、その他の支出は全て発生時に費用として認識しております。

 (ⅰ) 使用又は売却できるように無形資産を完成させることの技術上の実行可能性

 (ⅱ) 無形資産を完成させ、さらにそれを使用又は売却するという会社の意図

 (ⅲ) 無形資産を使用又は売却できる能力

 (ⅳ) 無形資産が蓋然性の高い将来の経済的便益を創出する方法

 (ⅴ) 無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又は売却するために必要となる、適

切な技術上、財務上及びその他の資源の利用可能性

 (ⅵ) 開発期間中の無形資産に起因する支出を信頼性をもって測定できる能力

無形資産は、当該資産が使用可能になった日から、見積耐用年数にわたり、定額法で

償却を行っております。

主な見積耐用年数は以下のとおりであります。

ソフトウェア ３～10年

開発費 ３～20年

その他無形資産 ２～22年

償却方法、見積耐用年数及び残存価額は、連結会計年度末において見直しを行い、必

要に応じて改定しております。なお、商標権の一部については、事業を継続する限り

基本的に存続するため、耐用年数を確定できないと判断し、償却しておりません。
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(4) のれんに関する事項

のれんは、取得原価から減損損失累計額を控除した額で表示しております。のれんの償

却は行わず、毎期減損テストを実施しております。

被取得企業における識別可能資産及び負債は、取得日の公正価値で認識しております。

企業結合で移転された対価、被取得企業の非支配持分の金額及び取得企業が以前に保有

していた被取得企業の資本持分の公正価値の合計が、取得日における識別可能資産及び

負債の正味価額を上回る場合にはその超過額がのれんとして認識され、下回る場合には

純損益として認識されます。移転された対価は、移転した資産、引き受けた負債及び発

行した資本持分の公正価値の合計で算定され、条件付対価の取決めから生じた資産又は

負債の公正価値も含まれております。取得関連費用は、発生した期間において費用とし

て認識しております。

(5) 非金融資産の減損

非金融資産（棚卸資産及び繰延税金資産を除く）については、四半期毎に、資産又は資

金生成単位の減損の兆候の有無を判断しております。減損の兆候がある場合には、当該

資産又は資金生成単位の回収可能価額を見積り、減損テストを実施しております。

のれん及び耐用年数を確定できない無形資産については、毎期又は減損の兆候が存在す

る場合にはその都度、減損テストを実施しております。

全社資産は独立したキャッシュ・インフローを生み出していないため、全社資産に減損

の兆候がある場合、当該全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額に基づき判断

しております。

回収可能価額は、処分費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い金額で算定され

ます。使用価値は、資産又は資金生成単位から生じると見込まれる将来キャッシュ・フ

ローを現在価値に割り引くことにより算定されます。

資産又は資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、その帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、差額を減損損失として純損益で認識しております。

過年度に減損損失を認識したのれん以外の資産又は資金生成単位については、四半期毎

に、当該減損損失の戻入の兆候の有無を判断しております。戻入の兆候がある場合に

は、当該資産又は資金生成単位の回収可能価額の見積りを行い、回収可能価額が帳簿価

額を超える場合には、減損損失の戻入を行っております。減損損失の戻入額は、過年度

に減損損失が認識されていなかった場合の減価償却控除後の帳簿価額を上限として、純

損益で認識しております。

のれんの減損損失については、戻入を行っておりません。

(6) 引当金の計上基準

過去の事象の結果として、現在の法的又は推定的債務を有しており、当該債務を決済す

るために経済的便益を有する資源の流出が必要となる可能性が高く、その債務の金額に

ついて信頼性のある見積りができる場合に、引当金を認識しております。

貨幣の時間価値の影響が重要な場合には、引当金の金額は債務の決済に必要と見込まれ

る支出の現在価値で測定しております。
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(7) 従業員給付の会計処理の方法

 ① 退職後給付

連結会社は、確定給付制度及び確定拠出制度を採用しております。

 (ⅰ) 確定給付制度

確定給付負債又は資産の純額は、確定給付制度債務の現在価値から、制度資産の公

正価値を控除して算定されます。この計算による資産計上額は、制度からの返還又

は将来掛金の減額という利用可能な将来の経済的便益の現在価値を上限としており

ます。確定給付制度債務は予測単位積増方式を用いて算定され、その現在価値は将

来の見積給付額を割り引いて算定されます。割引率は、給付支払の見積時期及び金

額を反映した期末時点の優良社債の市場利回りを参照して決定しております。

当期勤務費用及び確定給付負債又は資産の純額に係る利息費用の純額は純損益とし

て認識しております。

過去勤務費用は、発生時に純損益として認識しております。

数理計算上の差異を含む確定給付負債又は資産の純額の再測定は、発生時にその他

の包括利益として認識し、直ちに利益剰余金に振り替えております。

 (ⅱ) 確定拠出制度

確定拠出年金制度への拠出は、従業員が勤務を提供した期間に費用として認識して

おります。

 ② その他

短期従業員給付については、割引計算を行わず、従業員が関連する勤務を提供した時

点で費用として認識しております。

長期従業員給付については、従業員が過年度及び当年度において提供した勤務の対価

として獲得した将来給付額を現在価値に割り引いて算定しております。

賞与及び有給休暇費用については、それらを支払う法的及び推定的債務を負ってお

り、かつその金額を信頼性をもって見積ることができる場合に、支払われると見積ら

れる額を負債として認識しております。
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(8) 収益

連結会社は、顧客との契約から生じる収益について、下記の５ステップアプローチに基

づき、認識しております。

・ステップ１：顧客との契約を識別する

・ステップ２：契約における履行義務を識別する

・ステップ３：取引価格を算定する

・ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

・ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する

連結会社は検体検査機器及び検体検査試薬の販売、並びに関連するサービスの提供を行

っております。上記の５ステップアプローチに基づき、顧客との契約内容に応じて、契

約の結合及び複数の履行義務の識別を行っており、顧客との契約において約束された対

価から、値引きや割戻し等を控除した金額で取引価格を算定しております。その上で、

算定された取引価格を区分した履行義務に配分し、収益を認識しております。

これらの契約の一部は、機器・試薬・保守サービスのいくつかを含んだ複数要素取引と

なっております。複数要素取引の取引価格をそれぞれの履行義務に独立販売価格の比率

で配分するため、契約におけるそれぞれの履行義務の基礎となる別個の財又はサービス

の契約開始時の独立販売価格を算定し、取引価格を当該独立販売価格に比例して配分し

ております。また、顧客に対して財又はサービスを別個に販売するときの価格が直接的

に観察できない場合には、取引実態を踏まえ、主に見積りコストにマージンを加えて独

立販売価格を見積る方法又は複合取引の総額から他の財又はサービスの独立販売価格を

控除した額により独立販売価格を見積る方法を用いて算定しております。

 ① 機器及び試薬の販売

機器及び試薬の販売の収益の認識については、顧客との契約内容に基づいて、顧客が

当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断した時点で、収益を認

識しております。具体的には、所有権及びリスク負担が連結会社から顧客に移転する

時期に応じて、船積日、顧客に引き渡された時点、又は顧客の検収がなされた時点等

で収益を認識しております。

 ② 保守サービス

保守サービスは、主として一定期間の製品等のメンテナンスを実施するサービスの提

供となります。これらの保守サービスに対する支配を一定の期間にわたり移転するた

め、一定期間にわたり履行義務を充足し収益を認識しております。

製品の保守サービス等の収益は、主として移転される財又はサービスの総量に対する

割合に基づいて収益を認識する方法（アウトプット法）で算出しております。なお、

履行義務の充足前に顧客から対価を受け取る場合には、契約負債として認識しており

ます。

これらの製品の販売やサービスの提供に係る対価は、収益を認識した時点から主として

１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。
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(9) 外貨換算

 ① 外貨建取引

外貨建取引は、取引日の為替レートで機能通貨に換算しております。

決算日における外貨建貨幣性項目は決算日の為替レートで、公正価値で測定される外

貨建非貨幣性項目は当該公正価値の算定日の為替レートで、それぞれ機能通貨に再換

算しております。

当該換算及び決済により生じる換算差額は純損益として認識しております。ただし、

その他の包括利益を通じて測定される金融資産から生じる換算差額については、その

他の包括利益として認識しております。

 ② 在外営業活動体

在外営業活動体の資産及び負債は決算日の為替レートで、収益及び費用は、為替レー

トが著しく変動している場合を除き、期中の平均レートでそれぞれ換算しておりま

す。当該換算により生じる換算差額は、その他の包括利益として認識しております。

ただし、超インフレ経済下にある子会社の収益及び費用は、超インフレ会計の適用に

より決算日の直物為替相場により円換算しております。超インフレ会計の詳細は

「４．会計方針に関する事項　（10）超インフレの調整」に記載しております。

在外営業活動体を処分する場合、当該在外営業活動体に関連する換算差額の累計額

は、処分時に純損益に振り替えております。

(10) 超インフレの調整

超インフレ経済下にある子会社の業績及び財政状態について、IAS第29号「超インフレ

経済下における財務報告」に定められる要件に従い、報告期間の末日現在の測定単位に

修正したうえで、当社グループの連結計算書類に含めております。

超インフレ経済下にある子会社は、取得原価で表示されている有形固定資産等の非貨幣

性項目について、取得日を基準に期末日時点の測定単位に修正しております。現在原価

で表示されている貨幣性項目及び非貨幣性項目については、報告期間の末日現在の測定

単位で表示されていると考えられるため、修正しておりません。
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２. 資産から直接控除した貸倒引当金

営業債権及びその他の債権(流動資産) 918百万円

３. 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 120,466百万円

（会計上の見積りに関する注記）

のれんの評価

１. 連結計算書類に計上した金額

のれん　16,842百万円

２. その他の事項

のれんの減損テストにおける回収可能価額は使用価値に基づき算定しております。使用価

値は、資金生成単位又は資金生成単位グループ毎に当該資金生成単位又は資金生成単位グ

ループの経営者が承認した財務予算と成長率を基礎としたキャッシュ・フローの見積額を

現在価値に割引いて算定しております。成長率は、資金生成単位又は資金生成単位グルー

プが属する市場もしくは国の長期平均成長率を勘案して決定しております。割引率は、資

金生成単位又は資金生成単位グループが属する市場もしくは国の税引前加重平均資本コス

トを基に算定しております。当該評価に用いる財務予算は、主に新製品の市場導入時期、

販売数量、価格、関連費用の見積りにおいて不確実性が伴います。また、成長率及び割引

率は将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があります。本不確

実性が顕在化することにより、将来計画の見直しが必要になった場合や成長率及び割引率

に重要な変動があった場合には、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可

能性があります。

（連結財政状態計算書に関する注記）

１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：百万円）

被保証者 保証金額 保証債務の内容

株式会社メディカロイド 4,500 運転資金借入のための保証

合計 4,500

４. 偶発負債

(1) 訴訟

2017年10月16日、当社子会社であるシスメックス　ヨーロッパ　ゲーエムベーハー（現

シスメックス　ヨーロッパ　エスイー。以下、SEU社）及びシスメックス　ドイチュラ

ント　ゲーエムベーハー（以下、SDG社）は、Beckman Coulter Inc.（以下、BC社）よ

り、特許侵害訴訟の被告としてドイツデュッセルドルフ地方裁判所において提訴されま

した。本件においては、当社製品がBC社の保有する欧州特許を侵害しているとの主張が

されました。

2019年８月８日、デュッセルドルフ地方裁判所が特許侵害を認める第１審判決を出しま

したが、2019年９月10日、SEU社及びSDG社は、判決内容に不服があることからデュッセ

ルドルフ高等裁判所に控訴しました。

また、本件に関連し2018年12月17日に、SEU社及びSDG社は、BC社に対して、BC社が保有

する欧州特許無効の訴えを、ドイツ連邦特許裁判所に提訴しました。当該訴えについて

は、BC社が保有する特許は無効である旨の判決が出され、それを不服とするBC社がドイ

ツ連邦最高裁判所に上告しておりました。

上記訴訟対応を進める一方で、BC社と当社は和解に向けた協議を行い、先般、和解が成

立いたしました。また、本件訴訟取下げの手続が進められておりましたが、裁判所にお

ける訴訟取下げ手続が完了いたしました。

なお、和解に基づく本件訴訟終結が連結計算書類に与える影響は軽微であります。

(2) 保証債務

当社は、当社の持分法適用会社による銀行借入に関して、債務保証を行っております。

（連結損益計算書に関する注記)

１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２. 当連結会計年度において、減損損失2,368百万円を認識しております。

当該減損損失は、主にEMEAセグメントに属するオックスフォード　ジーン　テクノロジー

の企業結合により生じたのれんに係る減損損失1,600百万円、及びシスメックス　パルテ

ックの企業結合により生じたのれんに係る減損損失470百万円であります。
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普通株式 209,693,992株

決議
株式の

種類

配当金の

総額

(百万円)

１株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日

2022年６月24日

定時株主総会
普通株式 8,159 39.00 2022年３月31日 2022年６月27日

2022年11月９日

取締役会
普通株式 8,369 40.00 2022年９月30日 2022年12月５日

決議
株式の

種類

配当の

原資

配当金の

総額

(百万円)

１株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日

2023年６月23日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 8,788 42.00 2023年３月31日 2023年６月26日

普通株式 665,200株

（連結持分変動計算書に関する注記）

１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

３. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

４. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

次のとおり決議を予定しております。

５. 当連結会計年度末日における新株予約権（権利行使期間が到来しているもの）の目的とな

る株式の数

2019年８月28日開催の取締役会の決議によるストック・オプション
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（金融商品に関する注記）

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 資本管理

連結会社は、持続的成長による企業価値の最大化を実現するために、資本効率を向上さ

せつつ、成長に向けた事業投資に備えた健全な財務体質を維持することを資本管理にお

いて重視しております。

なお、連結会社が適用を受ける重要な資本規制はありません。

(2) 財務上のリスク管理方針

連結会社は、事業活動を遂行する過程において、様々な財務上のリスク（信用リスク、

流動性リスク、市場リスク）に晒されております。これらのリスクを回避又は低減する

ために、一定の方針に基づきリスク管理を行っております。

連結会社は、資金運用については主に安全性の高い短期的な預金等によることとし、資

金調達については主に銀行等金融機関からの借入によることとしております。

また、デリバティブ取引については、これらのリスクを回避又は低減するために利用し

ており、実需の範囲で行う方針であり、取引権限や限度額を定めた社内規程に従い、財

務部門が所定の決裁者の承認を得て取引を行い、定期的に期日別の残高を把握して管理

しております。

(3) 信用リスク管理

当社は、債権について、債権管理に関する社内規程に従い、各営業管理部門が主要な取

引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手毎に期日及び残高を管理するととも

に、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。子会社につ

いても、当社の債権管理に関する規程に準じて、同様の管理を行っております。

デリバティブ取引については、取引相手先を大手の金融機関に限定しているため、信用

リスクは小さいと判断しております。

保有する担保及びその他の信用補完を考慮に入れない期末日における信用リスクに対す

る最大エクスポージャーは、連結財政状態計算書に表示されている金融資産の減損後の

帳簿価額になります。
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（単位：百万円）

帳簿価額 公正価値

資産

リース債権 25,319 23,355

合計 25,319 23,355

負債

その他 1,125 1,125

合計 1,125 1,125

(4) 流動性リスク管理

当社は、営業取引等に基づく資金の収支及び設備投資計画に基づく支出予定を勘案し

て、財務部門が適時に資金繰計画を作成・更新し、手元資金に不足が生じないように管

理しております。当社の財務部門では、連結会社全体の資金収支の状況を把握し、流動

性リスクを管理しております。

(5) 市場リスク管理

 ① 為替リスク管理

当社は、外貨建債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対し

て、主に為替予約を利用してヘッジしております。なお、為替相場の状況により、輸

出に係る予定取引により確実に発生すると見込まれる外貨建営業債権、関係会社貸付

金及び借入金に対する為替予約を行っております。

 ② 金利リスク管理

連結会社の金利リスクに晒されている金融商品は僅少であり、連結会社における金利

リスクは軽微であります。

 ③ 市場価格の変動リスク管理

連結会社は、株式等について、定期的に公正価値や発行体の財務状況等を把握し、保

有状況を継続的に見直しております。

２. 金融商品の時価等に関する事項

・帳簿価額及び公正価値

当連結会計年度末における金融資産及び金融負債の帳簿価額及び公正価値は、以下のと

おりであります。なお、公正価値が帳簿価額と一致又は近似している金融資産及び金融

負債は含めておりません。
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３. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

(1) 公正価値の測定方法

主な金融資産及び金融負債の公正価値は、以下のとおり決定しております。金融商品の

公正価値の測定において、市場価格が入手できる場合は、市場価格を用いております。

市場価格が入手できない金融商品の公正価値に関しては、将来キャッシュ・フローを割

り引く方法、又はその他の適切な方法により測定しております。

 ① 営業債権及びその他の債権

リース債権の公正価値は、一定期間毎に区分した金額を満期までの期間及び信用リス

クを加味した利率により割り引いた現在価値によっており、レベル３に分類しており

ます。

 ② その他の金融資産

・株式等

市場性のある株式は、活発な市場における同一資産の市場価格に基づき公正価値を算

定しており、レベル１に分類しております。

非上場株式は、当社で定めた評価方針及び手続に基づき、投資先の純資産に基づく評

価モデル等の適切な評価方法により公正価値を測定するとともに、評価結果の分析を

行っており、レベル３に分類しております。

 ③ デリバティブ金融資産及びデリバティブ金融負債

為替予約等は契約を締結している金融機関から提示された価格等に基づいて公正価値

を算定しており、レベル２に分類しております。

 ④ 条件付対価

企業結合により生じた条件付対価の公正価値は、将来の支払い可能性を見積り測定し

ており、レベル３に分類しております。

上記以外の金融資産及び金融負債の公正価値は帳簿価額と近似しております。
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（単位：百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産

株式等

純損益を通じて公正価値で測定

する金融資産
－ － 2,761 2,761

その他の包括利益を通じて公正

価値で測定する金融資産
3,116 － 2,254 5,370

デリバティブ金融資産

純損益を通じて公正価値で測定

する金融資産
－ 58 － 58

その他

純損益を通じて公正価値で測定

する金融資産
665 － 978 1,643

合計 3,781 58 5,994 9,834

負債

デリバティブ金融負債

純損益を通じて公正価値で測定

する金融負債
－ 96 － 96

条件付対価

純損益を通じて公正価値で測定

する金融負債
－ － 2,088 2,088

合計 － 96 2,088 2,184

(2) 公正価値で測定する金融商品

公正価値で測定する金融商品の公正価値ヒエラルキーは、以下のとおりであります。

（注）公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化が生じ

た日に認識しております。なお、当連結会計年度において、レベル１、２及び３の間の振

替は行っておりません。

－ 23 －



（単位：百万円）

日本 米州 ＥＭＥＡ 中国

アジア・

パシフィッ

ク

合計

財又はサービス

の種類別

機器 13,375 27,783 27,429 15,153 8,054 91,796

試薬 38,731 46,299 67,939 69,372 25,192 247,535

保守サービス 8,178 25,606 11,526 6,679 2,134 54,125

その他 3,014 1,117 6,378 5,592 940 17,044

合計 63,300 100,807 113,274 96,797 36,322 410,502

顧客との契約か

ら認識した収益
62,996 95,337 106,378 96,745 33,689 395,146

その他の源泉か

ら認識した収益
303 5,469 6,896 52 2,633 15,355

（収益認識に関する注記）

１. 収益の分解

当社グループは、主に検体検査機器及び検体検査試薬の生産・販売、並びに関連するサー

ビスの提供を行っております。国内においては当社が、海外においては米州、ＥＭＥＡ、

中国及びアジア・パシフィックの各地域に設置した地域統括会社が、それぞれの地域特性

に応じた包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており、当社の取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象としていることから、

「日本」、「米州」、「ＥＭＥＡ」、「中国」及び「アジア・パシフィック」の５つの所

在地において計上する収益を売上高として表示しております。

顧客との契約から生じる収益を顧客との契約に基づき、財又はサービスの種類別に分解し

た内訳は、以下のとおりであります。

（注）その他の源泉から認識した収益には、IFRS第16号に基づくリース収益等が含まれておりま

す。
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（単位：百万円）

2022年４月１日 2023年３月31日

顧客との契約から生じた債権 112,313 118,416

契約資産 2,049 2,644

契約負債 12,852 14,469

（単位：百万円）

１年以内 13,482

１年超 23,014

合計 36,497

１. １株当たり親会社所有者帰属持分 1,852円68銭

２. 基本的１株当たり当期利益 218円83銭

３. 希薄化後１株当たり当期利益 218円73銭

２. 契約残高

当連結会計年度における顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は以

下のとおりであります。

契約資産は、主に機器、試薬、保守サービス等を組み合わせた様々な構成要素からなる複

数要素取引について、報告日時点で物品又は役務の提供を完了しておりますが、契約上ま

だ請求していない取引の対価に関連するものであり、連結財政状態計算書においてはその

他の流動資産に含めて表示しております。

契約負債は、主に顧客からの前受収益及び前受金に関連するものであります。当連結会計

年度に認識した収益のうち、期首時点で契約負債に含まれていた金額は11,833百万円であ

ります。また、当連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収

益の額は501百万円であります。

３. 残存履行義務に配分した取引価格

当連結会計年度末において、充足していない履行義務に配分された取引価格及びその売上

計上見込時期ごとの内訳は、以下のとおりであります。

ただし、契約期間が１年以内の取引は含めておりません。また、顧客に請求する対価の額

が、顧客に提供した価値と直接対応する契約も含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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金額

現金及び現金同等物 3,250

取得日にすでに存在していたADAに対する資本持分の公正価値 1,211

条件付対価（注） 1,963

未払の対価 616

合計 7,042

（企業結合に関する注記）

(1) 被取得企業の概要

名称　　　アストレゴ ダイアグノスティックス エービー

事業内容　薬剤感受性に関する体外診断用製品の開発

(2) 企業結合の概要

当社は、アストレゴ ダイアグノスティックス エービー（以下、ADA）の株式を追加取得い

たしました。その結果、ADAは、当社の完全子会社となりました。

取得の目的は、尿路感染症に関してADAとのシナジーを更に強化し、薬剤感受性検査の臨床

実装を加速させるためであります。

また、株式の追加取得に伴い、ADAはシスメックス アストレゴ エービーに商号を変更いた

しました。

(3) 取得日

2022年５月２日

(4) 取得した議決権付資本持分の割合

取得直前に所有していた議決権比率　　24.99％

取得日に追加取得した議決権比率　　　75.01％

取得後の議決権比率　　　　　　　　 100.00％

(5) 取得の対価

移転された対価の取得日現在における公正価値及び主要な種類ごとの内訳は次のとおりで

す。

（単位：百万円）

（注）条件付対価は、薬事承認取得時に追加で支払うマイルストンであり、最大で20百万ユーロ

（2,914百万円）を支払う可能性があります。

(6) 取得関連費用

取得関連費用は８百万円であり、連結損益計算書上、「販売費及び一般管理費」に含めて

おります。
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金額

 取得資産及び引受負債の公正価値

　流動資産 314

　　現金及び現金同等物 266

　　営業債権及びその他の債権（注）２ 5

　　その他 42

　非流動資産 2,619

　　有形固定資産 68

　　無形資産（注）１ 2,544

　　その他 6

　流動負債 151

　　営業債務及びその他の債務 71

　　その他 79

　非流動負債 979

　　繰延税金負債（注）１ 289

　　長期借入金 689

 取得資産及び引受負債の公正価値（純額） 1,803

 のれん（注）３ 5,239

(7) 段階取得に係る差益

当社が取得日に保有していたADAに対する資本持分24.99％を取得日の公正価値で再測定し

た結果、当該企業結合から255百万円の段階取得に係る差益を認識しております。この利益

は、連結損益計算書上、「その他の営業収益」に含めております。

(8) 取得日現在における取得資産及び引受負債の公正価値

（単位：百万円）

（注）１．取得対価は、取得日における公正価値を基礎として、取得資産及び引受負債に配分し

ております。当連結会計年度において、取得対価の配分が完了いたしました。当初の

暫定的な金額からの修正は、以下のとおりであります。

無形資産　　　1,407百万円の増加

繰延税金負債　　289百万円の増加

その結果、のれんが1,117百万円減少いたしました。
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契約上の未収金額 回収不能見込額

営業債権及びその他の債権 5 －

２．営業債権及びその他の債権（主に売掛金）の契約上の未収金額の総額、回収不能と見

込まれる契約上のキャッシュ・フローの取得日現在の見積りは、以下のとおりでありま

す。

（単位：百万円）

３．のれんは、今後の事業展開や連結会社と被取得企業とのシナジーにより期待される将

来の超過収益力を反映したものであります。

(9) 業績に与える影響

当連結会計年度の連結損益計算書に含まれる当該企業結合から生じた売上高及び当期利

益、並びに企業結合が期首に実施されたと仮定した場合の売上高及び当期利益は、連結計

算書類に対する影響額に重要性がないため開示しておりません。
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( 2022年４月１日から
2023年３月31日まで )

（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

試験研究

積立金

特別勘定

積立金

別途

積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 14,112 19,977 6 19,983 389 9,800 249 27,715 160,910 199,065

当期変動額

新株の発行
(新株予約権の行使)

170 170 170

剰余金の配当 △16,528 △16,528

当期純利益 42,877 42,877

自己株式の取得

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 170 170 － 170 － － － － 26,349 26,349

当期末残高 14,282 20,147 6 20,153 389 9,800 249 27,715 187,259 225,414

株主資本等変動計算書
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株主資本 評価・換算差額等

新株
予約権

純資産
合計自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △312 232,848 646 646 1,437 234,932

当期変動額

新株の発行
(新株予約権の行使)

340 340

剰余金の配当 △16,528 △16,528

当期純利益 42,877 42,877

自己株式の取得 △1 △1 △1

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

287 287 △110 176

当期変動額合計 △1 26,687 287 287 △110 26,864

当期末残高 △314 259,536 934 934 1,326 261,796

－ 30 －



個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

(2) デリバティブ

時価法

(3) 棚卸資産

商品、製品、仕掛品及び原材料

　総平均法による原価法

なお、貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定し

ております。

２. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　15～50年

機械及び装置　　　　　５～11年

工具、器具及び備品　　２～15年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

ソフトウェア

市場販売目的のソフトウェア

販売見込期間（３年）における見込販売数量に基づく償却額と販売可能な残存期間

に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい金額を計上しております。

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（３～10年）に基づいております。

(3) 長期前払費用

定額法
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(4) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上する

こととしております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上してお

ります。

(3) 役員賞与引当金

役員賞与の支払に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しておりま

す。

(4) 製品保証引当金

機器製品のアフターサービス費用の支出に備えるため、保証期間内のサービス費用見込

額を過去の実績を基礎として計上しております。

(5) 退職給付引当金（前払年金費用）

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を退職給付引当金又

は前払年金費用として計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の

翌事業年度から費用処理しております。

(6) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、当社内規に基づく要支給見積額を計上しており

ましたが、2005年６月24日付で役員退職慰労金制度が廃止されたことにより、同日以降

新規の引当計上を停止しております。従いまして、当事業年度末の残高は、現任取締役

が同日以前に在任していた期間に応じて引当計上した額であります。
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４. 収益及び費用の計上基準

(1) 顧客との契約から生じる収益について、下記の５ステップアプローチに基づき、認識し

ております。

・ステップ１：顧客との契約を識別する

・ステップ２：契約における履行義務を識別する

・ステップ３：取引価格を算定する

・ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

・ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する

当社は検体検査機器及び検体検査試薬の販売、並びに関連するサービスの提供を行って

おります。上記の５ステップアプローチに基づき、顧客との契約内容に応じて、契約の

結合及び複数の履行義務の識別を行っており、顧客との契約において約束された対価か

ら、値引きや割戻し等を控除した金額で取引価格を算定しております。その上で、算定

された取引価格を区分した履行義務に配分し、収益を認識しております。

① 機器及び試薬の販売

機器及び試薬の販売の収益の認識については、顧客との契約内容に基づいて、顧客

が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断した時点で、収益

を認識しております。具体的には、所有権及びリスク負担が当社から顧客に移転す

る時期に応じて、船積日、顧客に引き渡された時点、又は顧客の検収がなされた時

点等で収益を認識しております。

② 保守サービス

保守サービスは、主として一定期間の製品等のメンテナンスを実施するサービスの

提供となります。これらの保守サービスに対する支配を一定の期間にわたり移転す

るため、一定期間にわたり履行義務を充足し収益を認識しております。

製品の保守サービス等の収益は、主として移転される財又はサービスの総量に対す

る割合に基づいて収益を認識する方法（アウトプット法）で算出しております。な

お、履行義務の充足前に顧客から対価を受け取る場合には、契約負債として認識し

ております。

これらの製品の販売やサービスの提供に係る対価は、収益を認識した時点から主と

して１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

③ ロイヤリティ

ライセンスの供与による収益（売上高ベースのロイヤリティに係る収益）を認識し

ております。売上高ベースのロイヤリティに係る収益は、算定基礎となる売上が発

生した時点と売上高ベースのロイヤリティが配分されている履行義務が充足される

時点のいずれか遅い時点で収益を認識しております。

(2) ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
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５. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

(2) ヘッジ会計の方法

① 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、外貨建金銭債権債務に係る為替予約等

については、「金融商品に係る会計基準」による原則的処理によっております。ま

た、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用

しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・・・金利スワップ、為替予約等

ヘッジ対象・・・・・借入金、外貨建取引（金銭債権債務、予定取引等）

③ ヘッジ方針

金利変動リスク及び為替相場変動リスクの低減のため、対象資産・負債の範囲内で

ヘッジを行うこととしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時までの期間において、ヘッジ対象の相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断することとしております。

(3) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理

の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（会計方針の変更に関する注記）

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17

日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算

定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針

が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、この変更に

よる当事業年度の計算書類への影響はありません。

（表示方法の変更）

（損益計算書）

前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「システム

利用料収入」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。な

お、前事業年度の「システム利用料収入」は362百万円であります。
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２. 有形固定資産減価償却累計額 47,301百万円

被保証者 保証金額 保証債務の内容 摘要

シスメックス　アメリカ　インク 2,901百万円 リース債務に対する保証 21,727千US$

株式会社メディカロイド 4,500百万円 運転資金借入のための保証 　 －

合計 7,401百万円

短期金銭債権 37,313百万円

長期金銭債権 3,308百万円

短期金銭債務 18,771百万円

（会計上の見積りに関する注記）

関係会社株式及び関係会社出資金の評価

１. 計算書類に計上した金額

    関係会社株式　　49,936百万円

    関係会社出資金　15,425百万円

２. その他の事項

関係会社株式及び関係会社出資金は、移動平均法による原価法を適用しており、株式等の

実質価額と取得価額を比較して減損の要否を検討しております。株式等の実質価額が取得

原価に比べて著しく低下した場合には、事業計画を入手し回復可能性の判定を行っており

ます。当該評価で用いる事業計画及び財務予算は、主に新製品の市場導入時期、販売数

量、価格、関連費用の見積りにおいて不確実性が伴います。本不確実性が顕在化すること

により、将来計画の見直しが必要になった場合には、翌事業年度の計算書類に重要な影響

を与える可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）

１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

３. 保証債務

４. 関係会社に対する金銭債権・債務
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売上高 145,866百万円

仕入高 18,578百万円

営業取引以外の取引高 7,768百万円

株式の種類 当期首株式数(株) 当期増加株式数(株) 当期減少株式数(株) 当期末株式数(株)

普通株式 447,255 237 － 447,492

繰延税金資産 (百万円)

賞与引当金 1,217

棚卸資産 319

未払事業税 595

未払費用 195

ソフトウェア 461

投資有価証券等 196

関係会社株式・出資金 4,915

税務上の繰延資産 1,546

貸倒引当金 926

その他 365

繰延税金資産小計 10,740

評価性引当額 △9

繰延税金資産合計 10,730

繰延税金負債

前払年金費用 △1,133

土地 △248

その他有価証券評価差額金 △414

繰延税金負債合計 △1,796

繰延税金資産の純額 8,933

（損益計算書に関する注記）

１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２. 関係会社との取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります｡

（税効果会計に関する注記）

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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(％)

法定実効税率 30.6

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.6

外国税額控除 △0.2

試験研究費等税額控除 △2.6

所得拡大税制による税額控除 △0.6

その他 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.5

種類
会社等の

名称
所在地

資本金
又は

出資金

事業の
内容

議決権の
所有

(被所有)
割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高

（百万円）役員の
兼任(人)

事業上の
関係

子会社

シスメックス
アメリカ　イ
ンク

米国
イリノイ
州

千US$
22,000

検体検査機
器及び検体
検査試薬の
販売

100% 1
当社製品の
販売等

当社製品等
の販売

32,649 売掛金 4,384

リース契約
の債務保証

2,901 － －

シスメックス
ヨーロッパ　
エスイー

ドイツ
ノーデル
シュタッ
ト市

千EUR
120

検体検査機
器の販売及
び代理店サ
ポート
検体検査試
薬の製造及
び販売

100% 1
当社試薬製
品の製造及
び販売等

当社製品等
の販売

27,391 売掛金 2,175

資金の借入 5,828
短期

借入金
5,828

希森美康医用
電子(上海)有
限公司

中国
上海市

千US$
1,000

検体検査機
器及び検体
検査試薬の
販売

100% 1
当社製品の
販売等

当社製品等
の販売

62,823 売掛金 14,942

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主要な項目別の内訳

（関連当事者との取引に関する注記）

１. 子会社及び関連会社等
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種類
会社等の

名称
所在地

資本金
又は

出資金

事業の
内容

議決権の
所有

(被所有)
割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高

（百万円）役員の
兼任(人)

事業上の
関係

子会社

シスメックス
アジア　パシ
フィック　ピ
ーティーイー　
リミテッド

シンガポ
ール

千SG$
11,500

検体検査機
器の販売及
び代理店サ
ポート

100% 1
当社試薬製
品の製造及
び販売等

当社製品等
の販売

11,673 売掛金 4,647

シスメックス
アイノスティ
クス　インク

米国
メリーラ
ンド州

千US$
－

がん分野に
おける血中
遺伝子診断
サービス

100% － 資金援助

資金の貸付 1,867
長期

貸付金
3,308

貸倒引当金
繰入

1,727
貸倒

引当金
3,029

関連
会社

㈱メディカロ
イド

神戸市
中央区

百万円
5,100

医療用ロボ
ットのマー
ケティン
グ、開発、
設計、製
造、販売、
アフターサ
ービス

50% 1

同社製品の
仕入等、債
務保証、増
資の引受

運転資金借
入の債務保
証

4,500 － －

増資の引受 5,000 － －

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

１. 製品等の販売に係る取引価格及びロイヤリティの料率は、一般的取引条件を勘案して

決定しております。

２. 貸付及び借入の金利は、市場金利を勘案し双方協議の上決定しております。

３. 資金の貸借の取引金額は、前期末残高からの増減額を記載しております。

４. 増資の引受は、株式会社メディカロイドが行った増資を引き受けたものです。
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種類
会社等の名
称又は氏名

所在地

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権の所有
(被所有)割合

関係
内容

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員 浅野　薫 － －
当社取締役専
務執行役員

（被所有）
直接　0.03%

－

新株予約権(スト
ック・オプショ
ン)の権利行使
（注１）

43 － －

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱ビジョンケ
ア
（注２）

神戸市
中央区

20 網膜治療開発 －
研究開
発の委
託

委託開発料
（注３）

2
その他流
動資産

45

㈱VC Cell 
Therapy
（注４）

神戸市
中央区

200
再生医療等に
関する技術の
研究及び開発

－
社債の
引受

転換社債型新株予
約権付社債の引受
（注５）

－
投資有価

証券
200

受取利息
（注５）

7
その他流
動資産

14

１. １株当たり純資産額 1,244円80銭

２. １株当たり当期純利益 204円93銭

３. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 204円84銭

２. 役員及び個人主要株主等

(注) 取引の条件及び取引条件の決定方針等

１. 2019年８月28日開催の取締役会決議により、会社法第236条、第238条及び第240条の

規定に基づき付与されたストック・オプションとしての新株予約権の当事業年度にお

ける権利行使を記載しております。なお、「取引金額」欄は、当事業年度におけるス

トック・オプションとしての新株予約権の権利行使による付与株式数に行使時の払込

金額を乗じた金額を記載しております。

２. 当社役員髙橋政代が議決権の100%を直接保有しております。

３. 委託開発料については、一般取引条件と同様に決定しております。

４. 当社役員髙橋政代が議決権の100%を直接保有しております株式会社ビジョンケアの完

全子会社です。

５. 転換社債型新株予約権付社債の引受に関する基本契約書を締結し、市場金利を勘案し

て合理的に決定しております。

６. 事業の内容又は職業は、取引時点のものを記載しております。

７. 議決権の所有（被所有）割合は、当事業年度末時点のものを記載しております。

（１株当たり情報に関する注記）

（収益認識に関する注記）

収益を理解するための基礎情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「４．収益

及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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（企業結合に関する注記）

（連結子会社の吸収合併）

当社は、2021年９月21日開催の取締役会決議に基づき、2022年４月１日を効力発生日とし

て、当社100%出資の連結子会社であったシスメックス国際試薬株式会社を吸収合併いたし

ました。合併の概要は以下のとおりであります。

１.　取引の概要

 (1)結合当事企業の名称及びその事業の内容

 （存続会社）

 名称　シスメックス株式会社

 事業の内容　　グループ経営管理事業・機器製造及び販売

 （消滅会社）

 名称　シスメックス国際試薬株式会社

 事業の内容　　臨床検査用試薬の製造及び販売

 (2)企業結合日　2022年４月１日

 (3)企業結合の法的形式

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、シスメックス国際試薬株式会社は解散いた

しました。

 (4)企業結合後の名称　シスメックス株式会社

 (5)その他取引の概要に関する事項

当該企業結合は、当社グループにおける診断薬生産に関するコーポレート機能の強化

及び効率性と生産性の向上を目的としております。

 ２. 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

　なお、子会社株式の帳簿価額と合併に伴う受入純資産との差額は、損益計算書上の

特別利益として、抱合せ株式消滅差益561百万円を計上しております。

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。
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